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2025年の地域医療構想の実現に向け、第８次医療計画（2024年度～2029
年度）の策定作業と併せて、2022年度及び2023年度において、地域医療構想
に係る民間医療機関も含めた各医療機関の対応方針の策定や検証・見直しが行
われているところである。地域でどの程度医師確保を行うべきかについては、こうした医
療機関の再編・統合等の方針によっても左右されることから、医師確保計画の策定
に当たってはこの点に留意する必要がある。

医師確保計画は、都道府県が、二次医療圏の医療提供体制の整備を目的として
策定するものである。個別の医療機関の医師の確保については、地域医療構想調
整会議等において議論された、医療機関ごとの機能分化・連携の方針等を踏まえ、
地域における医療提供体制の向上に資する形で地域医療構想と整合的に行われ
るよう留意しなければならない。

都道府県ごと、二次医療圏ごとに医師確保の状況等について比較を行い、課題を
抽出すること。

（医師確保計画策定ガイドライン抜粋）

医師確保計画概要
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これまでの取組｜事業概要
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№ 事業名 事業概要 実施主体
1 中高生を対象とした職業体験事業 ・ 中高生を対象とした医療現場の見学、就業体験又はセミナー等の開催に要する経費を補助 臨床研修病院等

2 高校生向けセミナー開催事業 ・ 医学部を志す学高校生を対象として、現役の医師による医療現場の説明及び県内医大による学校案内を実
施

県

3 自治医科大学栃木県枠 ・ 自治医科大学栃木県制度の運用に要する経費（大学へ県負担金を支出） 県

4 獨協医科大学栃木県地域枠 ・ 獨協医科大学栃木県地域枠学生に対する修学資金の貸与
（対象者：獨協医科大学栃木県地域枠学生）

県

5 産科医修学資金貸与事業 ・ 産科医を志す医学生に対する修学資金の貸与（対象者：全国の医学生） 県

6 小児科医修学資金貸与事業 ・ 小児科医を志す医学生に対する修学資金の貸与（対象者：全国の医学生） 県

7 臨床研修医確保合同説明会事業 ・ 県内の臨床研修病院が臨床研修病院合同セミナー等への参加する場合に、その参加費用の一部を負担 臨床研修病院等

8 臨床研修医交流会 ・ 臨床研修医交流会の開催費用の一部を負担 栃木県医師会

9 専門医認定支援事業 ・ 医師少数区域内の医療機関に指導医を派遣した場合における代替医師の雇い上げ経費等を補助 大学病院等

10 若手医師に対する研修支援事業 ・ 研修期間の２倍以上の期間、県内医療機関で勤務することを条件として、若手医師の国内外への研修費用を
補助（対象者：医師免許取得後5～15年の医師）

医師

11 とちぎの病院等見学支援事業 ・ 県内の医療機関に就職を検討している医師を対象として、病院見学に要する交通費を補助 医師

12 女性医師支援普及啓発事業 ・ 女性医師への支援を目的とした普及啓発事業（講演会相談窓口の設置等）の実施に要する経費を補助 病院等

13 医療勤務環境改善支援事業 ・ 勤務環境改善計画を策定した医療機関を対象に、当該計画を推進する取組を行う場合の経費を補助 病院等

14 病院内保育所運営費補助事業 ・ 医療機関に勤務する職員の乳幼児の保育を行う病院内保育所の運営に要する経費を補助 病院等

15 緊急分娩体制整備事業 ・ 分娩取扱い医療機関が産科医又は助産師等に分娩手当を支給した場合に、その経費を補助 分娩取扱い医療機関

16 医師の無料職業紹介事業 ・ 県内医療機関に就職を検討している医師を対象として、職業安定法に基づく無料職業紹介事業を実施 県

17 栃木県ドクターバンク事業 ・ 県職員として採用した医師を県内の公的病院へ派遣 県

18 UＩＪターン促進事業 ・ 医師のＵＩＪターン促進に向けた各種取組を実施（県内医療機関等に関する情報発信の強化、センターサテ
ライトの設置による相談体制の充実など）

県（民間事業者に委託）



これまでの取組｜各事業の対象等
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中高生 医学生 臨床研修医 専攻医 専門医等

1 職業体験
2 高校生向けセミ

ナー

3 自治医大制度
4 獨協地域枠制度
5 産科医修学資金
6 小児科医修学資

金
7 臨床研修医確保

合同説明会事業

※キャリア形成支
援（卒前支援プ
ラン）

8 研修医交流会 9 専門医認定支援 10 研修支援

11 病院見学補助
12 女性医師支援
13 医療勤務環境改

善支援
14 病院内保育所運

営支援
15 緊急分娩体制整

備支援

※キャリア形成支
援（キャリア形
成プログラム）

16 無料職業紹介
17 ドクターバンク

18 UIJターン促進事業



各指標等の状況｜医師偏在指標
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都道府県ごと及び全国の二次医療圏ごとの医師の多寡を統一的・客観的に比較・評価する指標。
2036年時点において全国の医師数が全国の医師需要に一致する場合の医師偏在指標の値（全国
値）を算出し、医療圏ごとに、医師偏在指標が全国値と等しい値になることが、医師偏在是正の目標
とされている。
医師偏在指標は、あくまでも相対的な偏在の状況を表すものであるという性質を十分に理解した上で、
数値を絶対的な基準として取り扱うことや機械的な運用を行うことのないよう十分に留意する必要があ
る。
医師偏在指標が上位３分の１(１位～16位)となる都道府県は「医師多数都道府県」、下位３分の
１(32位～47位)となる都道府県は「医師少数都道府県」となる。

• 三師統計で従たる従事先を記載している医師については、その状況を加味し、主たる従事先では
0.8人、従たる従事先では0.2人として算出

【新旧医師偏在指標の変更点】

（医師確保計画策定ガイドライン抜粋（一部改変））



旧・医師偏在指標 新・医師偏在指標（確定値）

区域 偏在指標 摘要 区域 偏在指標 摘要

全国 239.8 全国 255.6

栃木県 215.3 医師少数都道府県 栃木県 230.5

県北 152.3 医師少数区域 県北 171.2 医師少数区域

県西 144.0 医師少数区域 県西 168.1 医師少数区域

宇都宮 185.3 宇都宮 207.6

県東 162.5 県東 207.0

県南 349.9 医師多数区域 県南 345.3 医師多数区域

両毛 161.6 医師少数区域 両毛 179.3 医師少数区域

各指標等の状況｜医師偏在指標

8

• 新医師偏在指標における本県の順位は31位となり、医師少数都道府県を脱している。
• 新旧・医師偏在指標を比べると、全県及び5つの区域（二次医療圏）で増加しているが、県北・県西・両毛の3区域は依然として

少数区域に該当している。
• 新旧の医師偏在指標それぞれで区域を比べると、最大値（県南）と最小値（県西）の差は減少している。（旧：205.9 ⇒ 

新：177.2）

32位

赤字は速報値
からの修正

31位

参考）茨城県 193.6(43位)、群馬県 219.7(37位)参考）茨城県 180.3(42位)、群馬県 210.9(34位)



病床機能報告

区域 R1 R2 R3 R4
(確認中)

R4 -R1

県 北 357 341 351 379 +22

県 西 155 164 148 89 ▲66

宇都宮 580 583 584 545 ▲35

県 東 87 94 87 116 +29

県 南 1,555 1,547 1,593 1,630 +75

両 毛 264 279 288 297 +33

県全体 2,998 3,008 3,051 3,056 +58
※各年度７月１日時点の常勤医師数
※対象は、病院（精神病床のみを有する病院を除く）及び有床診療所

各指標等の状況｜医師数
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• 県全体の常勤医師数は増加しているが、人口10万人当たりの医師数は全国と比べて少ない状況となっている。

病院医師現況調査

区域 R1 R2 R3 R4 R4 – R1

県 北 359 364 367 387 +28
県 西 147 156 146 152 +5
宇都宮 558 569 578 615 +57
県 東 75 82 85 95 +20
県 南 1,528 1,536 1,534 1,575 +47
両 毛 288 300 300 305 +17
県全体 2,955 3,007 3,010 3,129 +174

※各年度４月１日時点の常勤医師数
※対象は、県内の全病院

医療施設従事医師数
(栃木県)(人)

人口10万人当たりの医療施設従事医師数の比較
栃木県(A)(人) 全国(B)(人) 対全国比(A÷B)

H26 4,214 212.8 233.6 0.91
H28 4,285 218.0 240.1 0.91
H30 4,400 226.1 246.7 0.92
R2 4,580 236.9 256.6 0.92

医師・歯科医師・薬剤師調査（統計）

（人） （人）



各指標等の状況｜診療科別医師数①
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• 内科や外科など、多くの診療科で全国の医師数を下回っている。

診療科 栃木県(B)(人) 全国(A)(人) 比A/B
総数 236.9 256.6 0.92 
内科系 内科 42.9 48.8 0.88 

呼吸器内科 6 5.3 1.13 
循環器内科 10.9 10.3 1.06 
消化器内科(胃腸内科) 11.3 12.2 0.93 
腎臓内科 4.3 4.2 1.02 
脳神経内科 5.6 4.6 1.22 
糖尿病内科(代謝内科) 4.9 4.5 1.09 
血液内科 2.4 2.3 1.04 
アレルギー科 0.3 0.1 3.00 
リウマチ科 1.7 1.5 1.13 
感染症内科 0.4 0.5 0.80 
心療内科 0.5 0.7 0.71 

皮膚科 6.5 7.8 0.83 
小児科 13.6 14.3 0.95 
精神科 9.7 13.1 0.74 
眼科 8.4 10.8 0.78 

診療科 栃木県(B)(人) 全国(A)(人) 比A/B
外科系 外科 8.1 10.5 0.77 

呼吸器外科 1.7 1.6 1.06 
心臓血管外科 2.4 2.6 0.92 
乳腺外科 1.3 1.7 0.76 
気管食道外科 - 0.1
消化器外科(胃腸外科) 6.8 4.6 1.48 
肛門外科 0.4 0.4 1.00 
小児外科 0.9 0.7 1.29 

泌尿器科 5 6.1 0.82 
脳神経外科 4.4 5.8 0.76 
整形外科 15.8 17.9 0.88 
形成外科 2.4 2.4 1.00 
耳鼻咽喉科 6.6 7.6 0.87 
産婦人科・産科・婦人科 9.0 10.9 0.82 
リハビリテーション科 2 2.3 0.87 
放射線科 4.2 5.6 0.75 
麻酔科 8 8.1 0.99 
病理診断科 1.8 1.7 1.06 
臨床検査科 0.7 0.5 1.40 
救急科 2.9 3.1 0.94 

出典：厚生労働省「医師・歯科医師・薬剤師調査（統計）」（R2）

全国及び栃木県の診療科別(主たる診療科)人口10万人当たり医療施設従事医師数



各指標等の状況｜診療科別医師数②
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• 内科、外科、麻酔科、救急科等で「望ましい医師数」と「現員医師数」の差が大きくなっている。

• 特に、県北医療圏は多くの診療科において「望ましい医師数」と「現員医師数」の差が大きくなっている。

全体

「望ましい医師数」と
「現員医師数」の差

「現員医師数」

（人）

出典：栃木県保健福祉部「病院医師現況調査」（R５）
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※自治医科大学附属病院及び獨協医科大学病院を除く
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出典：栃木県保健福祉部「病院医師現況調査」（R５）

（単位は全て人）



県南

両毛
※自治医科大学病院及び獨協医科大学病院を除く

（参考：自治医科大学病院及び獨協医科大学病院の診療科別常勤医師数）

診療科 常勤医師数
1 内 科 352
2 小 児 科 86
3 皮 膚 科 38
4 精 神 科 38
5 外 科 137
6 整 形 外 科 44
7 産 婦 人 科 62
8 眼 科 33
9 耳 鼻 咽 喉 科 30
10 泌 尿 器 科 29
11 脳 神 経 外 科 27
12 放 射 線 科 38
13 麻 酔 科 69
14 病 理 19
15 臨 床 検 査 12
16 救 急 科 33
17 形 成 外 科 20
18 リ ハ ビ リ テ ー シ ョ ン 科 10
19 総 合 診 療 科 49
21 上 記 以 外 279

合 計 1,405

13

11
0

1
1
1
2

2
0
0
0
0
0
2

0
0
1
0
2

1
0

0 20 40 60 80 100 120 140 160 180

内科
小児科
皮膚科
精神科

外科
整形外科
産婦人科

眼科
耳鼻咽喉科

泌尿器科
脳神経外科

放射線科
麻酔科

病理
臨床検査

救急科
形成外科

リハビリテーション科
総合診療科

上記以外

14
2

0
2
7

0
1

1
0
0
1
0
0

1
0
4
0
0
1

0

0 20 40 60 80 100 120 140 160 180

内科
小児科
皮膚科
精神科

外科
整形外科
産婦人科

眼科
耳鼻咽喉科

泌尿器科
脳神経外科

放射線科
麻酔科

病理
臨床検査

救急科
形成外科

リハビリテーション科
総合診療科

上記以外 出典：栃木県保健福祉部「病院医師現況調査」（R５）

（単位は全て人）
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35
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小児科

皮膚科

精神科
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整形外科

産婦人科

眼科

耳鼻咽喉科

泌尿器科

脳神経外科

放射線科

麻酔科

病理

臨床検査

救急科

形成外科

リハビリテーション科

総合診療科

上記以外

各指標等の状況｜県外からの受入、県内外への派遣状況

14

• 県内大学病院を除く病院において、県外大学病院等からの派遣受入は、外科、内科、整形外科の順に多くなっている。（左図）

• 県内病院（大学病院以外も含む）から県内外の医療機関への派遣は、内科、外科、小児科、整形外科、形成外科の順に多く
なっている。（右図）

診療科別常勤医師数及び県外からの派遣受入数

※自治医科大学病院及び獨協医科大学病院を除く

診療科別医師派遣数

県外大学病院からの派遣受入数

県外医療機関への医師派遣数

出典：栃木県保健福祉部「病院医師現況調査」（R5）

県内他医療機関への医師派遣数

（人） （人）
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2
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2
4
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0
0
0
7
0
1
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内科

小児科

皮膚科

精神科

外科

整形外科

産婦人科

眼科

耳鼻咽喉科

泌尿器科

脳神経外科

放射線科

麻酔科

病理

臨床検査

救急科

形成外科

リハビリテーション科

総合診療科

上記以外
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各指標等の状況｜臨床研修医及び専攻医

0

50

100

150

200

250

300

R1 R2 R3 R4 R5 R6

臨床研修医募集定員 臨床研修医採用数 国配分定員（臨床研修医） 専攻医採用数*

（人）

• 臨床研修医及び専攻医の採用数は全体として増加傾向にある。
• 近年の臨床研修医採用実績は県の募集定員の概ね80%を超えており、R5年度は92.0%に達した。
※ 国から配分される臨床研修医募集定員枠はR7年度までに段階的に縮小させる方針の中で頭打ちとなっており、今後、県の募集

定員を増やすことは困難な状況にある。
※ 臨床研修や専門研修を修了した医師の勤務状況（県内・県外、診療科等）については十分に把握できていない。

*令和4年度第2回医道審議会医師分科会医師専門研修部会（令和4年10月28日）資料から

臨床研修医及び専攻医の採用数等の推移
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（参考）臨床研修病院所在県と定着割合の関係

（1）大学が所在する都道府県で臨床研修を行った場合

（2）出身都道府県で臨床研修を行った場合

出典：第11回医師需給分科会（H29.9.13）資料

← 83.2%

← 36.2%

← 64.3%

←  67.1%

厚生労働省から提供された医師統計
を用いた分析結果（令和4年度栃木
県公衆衛生学会発表）



① 特に派遣ニーズの高い診療科への対応
• 内科は、地域からの派遣希望が最多であるが、全県的な派遣ニーズを満たすだけの養成／確保に至っていない。
• 産科について、従来から医師を派遣している医療機関（芳賀赤十字、佐野厚生、上都賀総合）の体制を維持しつつ、地域周産期医療機関（那須赤十字、足利赤十

字、済生会）の派遣希望に応えるだけの養成／確保に至っていない。
② 新専門研修制度の影響

• 専門研修中の派遣先は基幹施設及び連携施設に限られるため、診療科によっては派遣先が特定の医療機関に集中する。
③ 地域的／分野的な課題

• 県北及び両毛地域における三次救急医療体制の強化や塩谷地区の医療体制確保が求められているが、派遣適任者が不足しており、県養成医師の派遣に至っていない。

各指標等の状況｜県養成医師の状況

17

令和４（2022）年12月９日時点推計

1)
2)

3)

上記予測は、令和６（2024）年度で地域枠を終了した場合のもの。また、自治医大には、令和７（2025）年度以降毎年２名ずつ入学すると仮定。

平成29（2017）年度以降に臨床研修を修了した者は、その後専門医取得のための研修プログラムを履修するものとして仮定。（履修期間は基本的に３年、診療科によっては４年）
また、令和６（2024）年度以降は、専門研修初年度（卒後３年目）に大学病院での研修を行うものとして仮定。

県養成医師の将来配置人数シミュレーション

（
養
成
人
数

）

令和５年度以降の人数は、各年度４月１日時点の状況を予測したもの。

従
事
者
数

また、令和５年度における県独自の修学資金貸与制度（産科・小児科）の利用者を２名として仮定

11 15 23 24 27 27 22 
37 36 30 31 34 35 33 32 32 

17 4 4 

26 31 33 34 40 
57 

71 73 
93 99 99 98 99 102 100 102 101 

85 
71 

56 

(131) (130)
(141) (145) (150) (149) (145)

(156)

(130)
(117)

(105)
(90)

(75)
(59)

(46)
(31)

(18) (18) (18) (18)

H29
2017

H30
2018

R1
2019

R2
2020

R3
2021

R4
2022

R5
2023

R6
2024

R7
2025

R8
2026

R9
2027

R10
2028

R11
2029

R12
2030

R13
2031

R14
2032

R15
2033

R16
2034

R17
2035

R18
2036

ドクターバンク
修学資金
獨協医大地域枠
自治医大
専門研修
（学生）
（臨床研修）
（大学病院研修）

派遣先は、専門研修基幹施

設又は連携施設に限られる

令和6年度で現行の地域枠制度が終
了した場合、令和16年度以降に派
遣可能な県養成医師数が減少する。

令和4年度第2回栃木県地域医療対策
協議会（R4.12.20）資料一部改変

（参考1）栃木県地域枠定員
・獨協医科大学 10名
・自治医科大学 3名

（参考2）医師修学資金貸与制度
・産科 1名
・小児科 1名
※ 現行制度下では県職員採用を行わないの

で、県は人事権を有さない。



各指標等の状況｜女性医師・勤務環境改善①

18

• 本県の女性医師数は年々増加している。

• 女性医師の割合は増加しているが、全国の女性医師の割合を下回っている。

出典：厚生労働省「医師・歯科医師・薬剤師調査（統計）」

男女別医療施設従事医師数及び女性医師の割合（人）

R2 R3 R4
件数 16 24 194

とちぎ勤務環境改善支援センター相談支援件数

※医業系アドバイザーによる医療機関への相談・支援

R2 R3 R4
件数 0 0 0

女性医師等支援普及啓発事業支援件数

※基幹型臨床研修病院及び大学病院、医師会による女性医
師の支援に資する事業に対する補助

822 874 948 1,007 

3,392 3,411 3,452 3,573 19.5%

20.4%

21.5%
22.0%

20.4%

21.1%

21.9%

22.8%

17.0%

18.0%

19.0%

20.0%

21.0%

22.0%

23.0%

24.0%

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

H26 H28 H30 R02

女性(栃木県) 男性(栃木県) 女性の割合(栃木県) 女性の割合(全国)



各指標等の状況｜女性医師・勤務環境改善②

19

• 若い世代の方が女性医師の割合が大きい。

• 30代、50代の年齢階級で全国の女性医師の割合を下回っている。

• 女性医師の割合が大きい診療科は、皮膚科や産婦人科、小児科、眼科となっている。（次頁）

性別・年齢階級別医療施設従事医師数及び女性医師の割合

出典：厚生労働省「医師・歯科医師・薬剤師調査（統計）」（R2）

総数医師数
（人） ～24歳 25～29歳 30～34歳 35～39歳 40～44歳 45～49歳 50～54歳 55～59歳 60～64歳 65～69歳 70～74歳 75～79歳 80歳以上

栃木県 4,580

男 7 342 374 347 302 346 388 371 408 307 207 75 99

女 4 187 160 138 135 118 92 40 58 34 22 10 9

女性医師の割合
(B) 36.4% 35.3% 30.0% 28.5% 30.9% 25.4% 19.2% 9.7% 12.4% 10.0% 9.6% 11.8% 8.3%

全国 323,700

男 435 19,701 22,774 22,797 23,110 25,225 26,161 28,683 28,404 21,903 15,734 7,114 7,837

女 255 11,218 10,589 10,050 10,064 9,007 7,077 5,604 4,102 2,542 1,655 807 852

女性医師の割合
(A) 37.0% 36.3% 31.7% 30.6% 30.3% 26.3% 21.3% 16.3% 12.6% 10.4% 9.5% 10.2% 9.8%

(A)-(B) 0.6 0.9 1.8 2.1 -0.6 0.9 2.1 6.6 0.2 0.4 -0.1 -1.6 1.5 



出典：栃木県保健福祉部「病院医師現況調査」（R４）

医 師 数

総数 うち常勤 うち非常勤(常勤換算)

うち女性医師 うち女性医師 ( 割合 ) うち女性医師

全体 3,626.0 806.3 3,129 710 ( 23% ) 497.0 96.3 

診
療
科
ま
た
は
領
域

1 内科 1,108.1 233.9 913 196 ( 21% ) 195.1 37.9 

2 小児科 191.8 71.0 170 59 ( 35% ) 21.8 12.0 

3 皮膚科 77.9 33.3 64 28 ( 44% ) 13.9 5.3 

4 精神科 216.2 41.6 181 36 ( 20% ) 35.2 5.6 

5 外科 414.1 49.8 355 43 ( 12% ) 59.1 6.8 

6 整形外科 223.1 17.6 193 17 ( 9% ) 30.1 0.6 

7 産婦人科 121.1 47.2 111 43 ( 39% ) 10.1 4.2 

8 眼科 76.4 25.4 65 23 ( 35% ) 11.4 2.4 

9 耳鼻咽喉科 66.8 14.9 60 13 ( 22% ) 6.8 1.9 

10 泌尿器科 89.3 5.4 80 5 ( 6% ) 9.3 0.4 

11 脳神経外科 99.2 6.8 81 6 ( 7% ) 18.2 0.8 

12 放射線科 91.5 17.9 80 16 ( 20% ) 11.5 1.9 

13 麻酔科 171.8 46.1 141 40 ( 28% ) 30.8 6.1 

14 病理 41.3 11.1 34 10 ( 29% ) 7.3 1.1 

15 臨床検査 17.2 6.1 16 6 ( 38% ) 1.2 0.1 

16 救急科 77.7 11.5 68 10 ( 15% ) 9.7 1.5 

17 形成外科 51.5 15.3 46 14 ( 30% ) 5.5 1.3 

18 リハビリ科 51.8 11.6 47 11 ( 23% ) 4.8 0.6 

19 総合診療科 50.0 12.4 44 10 ( 23% ) 6.0 2.4 

20 臨床研修医 316.0 113.0 316 113 ( 36% ) 0.0 0.0 

21 上記以外 73.4 14.5 64 11 ( 17% ) 9.4 3.5 

診療科別女性医師の割合

20



旧・産科医師偏在指標 新・分娩取扱医師偏在指標（確定値）

区域 偏在指標 摘要 区域 偏在指標 摘要

全国 12.8 全国 10.6

栃木県 12.9 栃木県 10.3

那須・塩谷 12.2 那須・塩谷 9.7

宇都宮・上都賀 7.7 相対的医師少数区域 宇都宮・上都賀 6.0 相対的医師少数区域

芳賀 11.1 芳賀 13.2

下都賀 21.3 下都賀 16.4

両毛 10.1 両毛 7.7

各指標等の状況｜分娩取扱医師偏在指標

21

• 新指標における本県の順位は19位であり、全国値をやや下回っている。
• 宇都宮・上都賀区域（周産期医療圏）は、相対的医師少数区域に該当している。
• 区域を比較すると、宇都宮・上都賀区域は下都賀区域の半分以下となっている。（それぞれ6.0、16.4）

16位

※ 医師・歯科医師・薬剤師調査（統計）において過去２年以内に分娩の取扱いありと回答した医師のうち、日常的に分娩を取り扱っていると考えられる
産婦人科・産科・婦人科を主たる診療科と回答した医師数をもとに算出。（国独自集計）

19位

産科に関する医師偏在指標は、「産科医師偏在指標」から「分娩取扱医師偏在指標」※に定義変更されており、
単純に比較することはできないが、前回との変動をみるため参考として示す。

参考）茨城県 9.8(28位)、群馬県 9.0(37位)参考）茨城県 10.3(41位)、群馬県 11.4(30位)



各指標等の状況｜産科医師数

22出典：厚生労働省「医師・歯科医師・薬剤師調査（統計）」

二次医療圏 H26 H28 H30 R2 R2-H26

県北 26 30 32 28 +2

県西 9 5 9 8 △1

宇都宮 29 29 31 31 +2

県東 9 10 13 14 +5

県南 78 81 65 72 △6

両毛 25 24 25 19 △6

合計 176 179 175 172 △4

周産期医療圏 H26 H28 H30 R2 R2-H26

那須・塩谷 26 30 32 28 +2

宇都宮・上都賀 38 34 40 39 +1

芳賀 9 10 13 14 +5

下都賀 78 81 65 72 △6

両毛 25 24 25 19 △6

合計 176 179 175 172 △4

• 全国の産科・産婦人科医師数は増加しているが、本県の産科・産婦人科医師数は横ばいである。
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H26 H28 H30 R2

全国 栃木県

医療圏ごとの医療施設従事医師数（産科・産婦人科）

全国及び栃木県の人口10万人当たり医療施設従事医師数（産科・産婦人科）



旧・小児科医師偏在指標 新・小児科医師偏在指標（確定値）

区域 偏在指標 摘要 区域 偏在指標 摘要

全国 106.2 全国 115.1

栃木県 91.4 相対的医師少数都道府県 栃木県 109.2

宇都宮・日光 63.3 相対的医師少数区域 宇都宮・日光 65.8 相対的医師少数区域

那須・塩谷・南那須 84.0 相対的医師少数区域 那須・塩谷・南那須 110.3

芳賀 73.9 相対的医師少数区域 芳賀 104.7

小山 126.2 小山 142.5

鹿沼・栃木 104.6 鹿沼・栃木 137.6

両毛 100.3 両毛 119.0

各指標等の状況｜小児科医師偏在指標

23

• 新指標における本県の順位は31と上昇し、相対的医師少数都道府県を脱している。
• 新旧の指標を比べると、全県及び全ての区域（小児医療圏）で増加しており、宇都宮・日光区域のみ相対的医師少数区域に

該当している。
• 新旧の医師偏在指標それぞれで区域を比べると、最大値（小山）と最小値（宇都宮・日光）の差は増加している。 （旧：

62.9 ⇒ 新：76.7）

40位 31位

赤字は速報値
からの修正

参考）茨城県 95.8(42位)、群馬県 118.0(23位)参考）茨城県 82.2(47位)、群馬県 117.5(15位)



各指標等の状況｜小児科医師数

24出典：厚生労働省「医師・歯科医師・薬剤師調査（統計）」

小児医療圏 H26 H28 H30 R2 R2-H26

宇都宮・日光 52 52 51 50 △2

那須・塩谷・南那須 36 35 32 40 +4

芳賀 16 12 14 17 +1

小山 68 63 69 74 +6

鹿沼・栃木 50 39 44 48 △2

両毛 31 31 30 34 +3

合計 253 232 240 263 +10

二次医療圏 H26 H28 H30 R2 R2-H26

県北 36 35 32 40 +4

県西 14 10 9 9 △5

宇都宮 46 48 48 47 +1

県東 16 12 14 17 +1

県南 110 96 107 116 +6

両毛 31 31 30 34 +3

合計 253 232 240 263 +10

• 全国及び本県の小児科医師数は増加しているが、本県の小児科医師数は全国の医師数を下回っている。
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全国 栃木県

医療圏ごとの医療施設従事医師数（小児科）

全国及び栃木県の人口10万人当たり医療施設従事医師数（小児科）



（参考）周産期医療圏及び小児医療圏
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新医師偏在指標における本県の順位は31位となり、医師少数都道府県を脱している。
新旧・医師偏在指標を比べると、全県及び5つの区域（二次医療圏）で増加しているが、県北・県
西・両毛の3区域は依然として少数区域に該当している。
県全体の常勤医師数は増加しているが、人口10万対医師数は全国と比べて少ない状況にある。
内科や外科など、多くの診療科で全国の人口10万対医師数を下回っている。
内科、外科、麻酔科、救急科等で「望ましい医師数」と「現員医師数」の差が大きくなっている。
臨床研修医及び専攻医ともに増加してきているが、臨床研修医については募集定員枠の上限に近
づきつつある。
地域の医療機関に派遣可能な県養成医師数は順調に増加しているが、地域の派遣ニーズを充足
する状況には至っていない。
本県の女性医師数は増加し、割合も増加しているが、全国と比べると下回っている。
小児科医師数は若干増加しているが、産科医師数はほぼ横ばいとなっている。

指標等の
状況
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現行計画の評価（案）

評価
（案）

医師数は全県及び全地域において増加しており、また、医師偏在指標による評価では医
師少数都道府県を脱する等、現行計画に基づく様々な取組には一定の効果があったもの
と考える。

一方、病院医師現況調査等から、一部の地域、診療科において依然として十分な医師確
保がなされているとは言えない状況にあることが示されており、次期保健医療計画や地
域医療構想等を踏まえて、より重点的に医師確保に取り組む必要がある。

また、医師の働き方改革、子育て医師等支援、専門医制度や地域枠制度の変更等現行計
画から更に踏み込んだ取組・対応が求められる課題も多くあり、関係機関とより一層協
働しながら全県を挙げて医師の確保・育成及び定着に取り組むことが重要である。



御意見を伺いたいこと｜今後の取組の方向性
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各主体の取組
及び協働

各主体の取組
及び協働

とちぎ地域医療支援センター

地域
医療機関

大学
大学病院

中高生 医学部生 臨床研修医 専攻医 研修修了医

1 職業体験
2 高校生向けセミナー

3 自治医大制度
4 獨協地域枠制度
5 産科医修学資金
6 小児科医修学資金
7 臨床研修医確保合同説
明会事業
※キャリア形成支援(卒前
支援プラン)

8 研修医交流会 9 専門医認定支援 10 研修支援

11 病院見学補助
12 女性医師支援
13 医療勤務環境改善支援
14 病院内保育所運営支援
15 緊急分娩体制整備支援
※キャリア形成支援(キャ
リア形成プログラム)

16 無料職業紹介
17 ドクターバンク

18 ＵＩＪターン促進事業

県・郡市
医師会 病院団体

① 医師偏在指標等の各指標や指標では表されない状況等を踏まえ、本県の医師確保の現状及び現行
計画の取組をどう評価するか。

② 次期計画において特に重点的に取り組むべきことは何か。

• 特に、研修医や専攻医等の若い医師が集まり、また、研修等を終えた後も本県で継続して勤
務するようになるためには、どのような取組や仕組みがあるとよいか。

• 効果的な医師確保・派遣に向けて、県（とちぎ地域医療支援センター）や大学病院、地域の
医療機関等はそれぞれどのように取り組み、どういった部分で連携・協働するとよいか。

御意見を伺いたいこと



協議会の開催予定
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●５月開催 ●10月開催 ●12月開催 ●３月開催

●第１回 ●第２回 ●第３回

最終案(産
科・小児科
含む)

素案(産科・小児科含む)

●第１回 ●第２回 ●第３回 ●第４回
効果検証
現状把握

課題・数値目標検討
圏域設定

施策の決定
指標、数値目標の設定
素案の作成

案の決定

ガイドラインへの対応(産科・
小児科含む)
成果及び今後の取組に向け
た連携 (産科・小児科含む)

・医師偏在指標、医師数
(二次医療圏ごと)

医師確保の方針 (二次医療圏
ごと) (産科・小児科含む)
目標医師数(二次医療圏ごと)  
(産科・小児科含む)
骨子(産科・小児科含む)

●第１回 ●第２回 ●第３回

(●書面開催)
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